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自 令和06年03月18日

至 令和07年02月28日

株式会社安部良アトリエ



（単位：円）

貸借対照表
令和07年02月28日 現在

株式会社安部良アトリエ

資産の部

科目 金額

【流動資産】 11,903,593

現金及び預金 2,283,742

売掛金 9,109,893

貯蔵品 520

立替金 393,224

未収入金 101,250

仮払金 14,964

【固定資産】 1,197,945

無形固定資産 348,725

ソフトウェア 348,725

投資その他の資産 849,220

長期前払費用 33,074

差入保証金 800,000

預け金 16,146

  

  

  

資産の部合計 13,101,538

負債の部

科目 金額

【流動負債】 3,823,629

短期借入金 655,978

未払金 925,530

未払費用 218,795

預り金 167,126

未払消費税等 487,800

未払法人税等 1,368,400

負債の部合計 3,823,629

純資産の部

科目 金額

【株主資本】 9,277,909

資本金 5,000,000

利益剰余金 4,277,909

その他利益剰余金 4,277,909

繰越利益剰余金 4,277,909

（うち当期純利益） 4,277,909

純資産の部合計 9,277,909

負債・純資産の部合計 13,101,538



（単位：円）

損益計算書

自 令和06年03月18日

至 令和07年02月28日

株式会社安部良アトリエ

科目 金額

【売上高】

売上高 24,397,616 24,397,616

【売上原価】

売上総利益 24,397,616

【販売費及び一般管理費】 19,860,696

営業利益 4,536,920

【営業外収益】

受取利息 604

雑収入 1,108,785 1,109,389

【営業外費用】

経常利益 5,646,309

【特別利益】

【特別損失】

税引前当期純利益 5,646,309

法人税等 1,368,400

当期純利益 4,277,909



（単位：円）

販売費及び一般管理費内訳書

自 令和06年03月18日

至 令和07年02月28日

株式会社安部良アトリエ

科目 金額

【販売費及び一般管理費】

役員報酬 462,000

給料賃金 5,736,104

法定福利費 976,523

福利厚生費 76,702

研究調査費 297,663

業務委託料 3,201,541

荷造運賃 16,975

広告宣伝費 40,165

接待交際費 276,273

旅費交通費 3,519,030

通信費 231,708

水道光熱費 33,822

修繕費 75,000

備品・消耗品費 1,655,894

車両費 30,000

地代家賃 1,535,000

保険料 82,656

租税公課 34,439

支払手数料 185,025

支払報酬 475,364

会議費 509,053

新聞図書費 80,330

減価償却費 98,358

雑費 19,091

創立費償却 211,980

販売費及び一般管理費合計 19,860,696



（単位：円）

株主資本等変動計算書
自 令和06年03月18日

至 令和07年02月28日

株式会社安部良アトリエ

株主資本

資本金 当期首残高 0

当期変動額 0

当期末残高 5,000,000

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 当期首残高 0

当期変動額 当期純利益 4,277,909

当期末残高 4,277,909

株主資本合計

当期首残高 0

当期変動額 4,277,909

当期末残高 9,277,909

純資産の部合計

当期首残高 0

当期変動額 4,277,909

当期末残高 9,277,909



個別注記表

自 令和06年03月18日

至 令和07年02月28日

株式会社安部良アトリエ

１、重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　資産の評価基準及び評価方法

　　　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　有価証券・・移動総平均法による原価法

　　　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　原材料・仕掛品・製品・・・最終仕入原価法による原価法

　　　　商品・貯蔵品・・・・・・・最終仕入原価法による原価法

　　　固定資産の減価償却の方法　

　　　　有形固定資産（リース資産を除く）・・・建物は定額法、建物以外は定率法

　　　　無形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法

　　　　リース資産・・・リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法

　　　引当金の計上基準　

　　　　貸倒引当金

　　　　　該当なし

　　収益及び費用の計上基準

　　　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　　　　消費税等の会計処理

　　　　　税抜方式で処理している。

２、貸借対照表に関する注記

　　　該当なし

３、株主資本等変動計算書に関する注記

　　発行済株式の種類及び総数に関する事項

　　　普通株式　５００株

　　自己株式の種類及び株式数に関する事項　

　　　該当なし

　　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項　

　　　該当なし

　　配当に関する事項　　

　　　該当なし

４、その他の注記

　　　該当なし


